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□ 拡大 □ 現行のまま継続
□ 改善して継続
□ 統合・縮小 ■ 廃止・休止

　二次評価と同様に廃止とするが、制度廃止に際しては市民への周知を
徹底して行い、市民に不利益が生じないよう配慮すること。

　今後の方向性（総合評価） 　方向性の理由、改善案等

平成２６年度　実施計画・事務事業評価（事後評価）シート
実施計画
１　基本事項

部等名 市民福祉部 課等名 いきいき長寿課 記入者名 外戸口　省太 内線 235

事務事業名 自立支援住宅改修費支給事業 事業期間 平成 18 年度 平成 年度

総合計画上の
位置付け

基本方針 思いやりと温かさがはぐくむ健康・福祉のまちづくり

施　　策 高齢者福祉の充実

細 施 策 安心と安らぎのある体制づくり

根拠法令・条例、関連計画等 出水市高齢者自立支援住宅改修費支給事業実施要綱

　予算細々目名 会計 款 項 目 細目
自立支援住宅改修費支給事業費 1 3 2 1 30

２　事務事業の目的（何のためにするのですか）

　高齢者の転倒骨折を予防し、寝たきり等の要介護状態にならないようにするため、住宅のバリアフリー化に必要
な経費を支給することにより、高齢者の自立した生活を支援することを目的とする。

３　事務事業の概要

H25年度の事業概要
H26年度の

事業概要・計画
H27年度の事業計画 H28年度の事業計画

住宅改修に要した費用の
７５／１００
（１５万円限度）

実績なし
利用件数　１件 H26年度事業の継続 H27年度事業の継続

４　事務事業の対象・手段・意図
　対象（誰・何に対して行う事業ですか） 手段（対象に対してどのような活動を行うのですか）

要介護認定申請をされ非該当と認定された
高齢者

　手すりの取り付け、床段差の解消、滑りの防止及び移動の円滑化の
ための床材変更、引き戸へ扉の取り替え、洋式便所への便器取り替え
等、高齢者等の身体の状況に適応するように改修する。

　意図（活動により対象をどのような状態にしたいのですか）

高齢者が在宅での生活を継続できるよう支援する。

５　今後の方向性、改善案等（行政評価市民委員会）



※　活動指標・・・事業内容を示す数値（ボランティア講座開催回数、道路整備延長距離など）
※　成果指標・・・施策・事務事業の目的達成度を示す数値（ボランティア実施者数、渋滞緩和率など）

□ 拡大 □ 現行のまま継続
□ 改善して継続
□ 統合・縮小 ■ 廃止・休止

□ 拡大 □ 現行のまま継続
□ 改善して継続
□ 統合・縮小 ■ 廃止・休止

□ 拡大 □ 現行のまま継続
□ 改善して継続
□ 統合・縮小 ■ 廃止・休止

事務事業評価（事後評価）
１　指標の推移

区分
25年度 26年度 最終目標

実績 実績 実績

利用件数 件 0 0

27年度 28年度
指標名 単位

23年度 24年度

②

成
果
指
標

①

②

活
動
指
標

①

２　評　　　価

有
効
性

　成果指標又は実施計画の意図を向上させる余地はないですか

■ な　い 理由

　居宅において安心して暮らせるよう支援するため、必要に応じてサービスを提供するものである
が、さほど成果に変動はないものと思われる。□ あ　る

　廃止・休止した場合の影響はありますか

□ あ　る 理由

　要介護認定申請をされ非該当と認定された方であり、廃止することで影響は少ないと思われる。
■ な　い

効
率
性

　成果指標を下げずにコスト削減の余地はないですか
（成果指標がない場合は、単純にコスト削減について記入してください）

■ な　い 理由

　必要に応じたサービス提供でコスト削減は困難である。
□ あ　る

　類似事業の有無と統合の可能性はないですか（市以外の取組含む）

□ な　い 理由

　類似事業として、事業目的は異なるが住宅建築等工事促進事業がある。
■ あ　る

　市と受益者との負担割合は妥当ですか（受益者負担がある場合に記入してください）

□ は　い 理由

　本事業には該当しない。
□ いいえ

そ
の
他

　他の市町村では実施している事業ですか（県内の他市の状況等を具体的に記入してください）

　ほとんどの市町村で実施していない。

３　今後の方向性、改善案等（一次評価）
　今後の方向性（総合評価） 　方向性の理由、改善案等

　今後の方向性（総合評価） 　方向性の理由、改善案等

　二次評価と同様に廃止とする。なお、代替措置として、全市民を対象
とした住宅建築等工事促進事業を活用すること。

　高齢者の在宅生活支援のための事業であるが、要介護認定申請をされ
非該当と認定された高齢者が対象であることから、本事業の対象者とな
りにくいケースが多い。県内のほとんどの市町村でも実施されていない
（廃止されている）状況であることから、廃止を検討したい。

４　今後の方向性、改善案等（二次評価）
　今後の方向性（総合評価） 　方向性の理由、改善案等

　一次評価と同様に廃止とするが、廃止時期は今年度末とする。

５　今後の方向性、改善案等（最終評価）

目標 目標 目標 年度 目標値

0 1 1 1


